
第４次伊賀市障がい者福祉計画　令和３年度事業実績シート

・この計画は、R3～R8年度までの６年間です。

　☆達成率について

　６段階評価(達成率)
　ＡＡ（計画の内容を100％を越えて実施）
　Ａ　（計画の内容を100％実施）
　Ｂ　（計画の内容を70％以上100％未満実施）
　Ｃ　（計画の内容を50％以上70％未満実施）
　Ｄ　（計画の内容を50％未満実施）
　Ｅ　（計画の内容を未実施）
　

【資料３】



目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

23 ①総合的できめ細かな情報提供の充実 障がい福祉課

「伊賀市障がい者福祉ガイドブック」を作成し、窓口で説
明配布するとともに、市ホームページに掲載します。
広報紙の音声・点字版を発行し、広報紙を活用して周知し
ます。
広報紙・ホームページ・行政情報番組を利用して最新の障
がい者福祉の情報を提供します。
フェイスブックを活用し、イベント情報を発信します。

「伊賀市障がい者福祉ガイドブック」やホーム
ページの内容を随時見直し、最新の情報を提供
できるよう努めました。
広報紙等で音声版・点字版の広報の発行につい
てのお知らせを掲載し、周知を図りました。
行政情報番組では、同時手話通訳も行いながら
障がい者福祉の情報を発信しました。

さまざまな方法で障がい者福祉に関する情報を
周知することができました。今後も最新の情報
を提供できるよう、定期的に内容の見直しを行
います。
より幅広く情報発信していくために、フェイス
ブックなどの新しいツールを積極的に利用して
いく必要があります。

回数 12 12 Ａ

23 ①総合的できめ細かな情報提供の充実 障がい福祉課
市職員が障がいに関する知識を深め、自らが情報発信でき
ることを目標にしたスキルアップ研修会を開催します。

市職員の障がい理解を深めるために、研修会を
２回開催しました。コロナ禍においても実施で
きるよう、オンライン形式を活用するなど感染
防止対策に努めながら行いました。
第１回　1/25　　29人
第２回　2/3　　 75人

オンライン形式を活用することにより、コロナ
禍においても、市職員が障がい福祉について学
ぶ機会をもつことができました。
職員にとって日常生活や業務上有益であり、興
味を持って参加してもらえる研修内容の検討が
必要です。

延参加者数 100 104 ＡＡ

会場を分散して一部リモートで行なったことにより、コロナ
禍においても多くの職員に参加してもらうことができまし
た。今後、同様の方法で研修を行うことが増えてくると思わ
れるため、よりスムーズに研修が進められるよう準備が必要
です。

23 ①総合的できめ細かな情報提供の充実 広聴広報課

ウェブアクセシビリティに配慮したホームページや、ユニ
バーサルデザインに配慮した文字を使った広報紙により、
高齢者や障がいのある人へもさまざまな情報をわかりやす
く伝えます。

ウェブアクセシビリティに配慮したホームペー
ジや、ユニバーサルデザインに配慮した文字を
使った広報紙により、高齢者や障がいのある人
へもさまざまな情報をわかりやすく伝えまし
た。令和3年4月から、ホームページに「やさし
い日本語」で閲覧できる機能を追加しました。

今後も、高齢者や障がいのある人へもさまざま
な情報をわかりやすく伝えていくとともに、各
課へも積極的な情報発信をお願いしていきま
す。

ホームペー
ジのアクセ

ス数
420万件

550万件
（見込）

ＡＡ

23 ②情報を活用する意識づくりの推進 障がい福祉課
障がい者団体や保護者会の総会・研修会等で障害福祉サー
ビス等について説明を行うとともに、積極的に情報収集を
行う意識の醸成に取り組みます。

障がい者団体や保護者会の総会・研修会等が新
型コロナ感染症の影響により未開催または規模
縮小となったことから、情報提供を行う機会を
持つことができませんでした。

障がい者団体や保護者会の総会・研修会等の開
催については、実施主体である組織の意向に沿
うことになりますが、情報発信の方法を見直
し、関係者に何らかの形で届ける手法を考える
必要があります。

回数 10 4 Ｄ

24 ①包括的な相談支援体制の充実
地域包括支援セン
ター

障がい者相談支援センターに、６人の相談支援専門員を配
置し、障がいのある人及びその家族からの相談に対応する
とともに、障害福祉サービスの利用等について関係機関と
の調整を図ります。

伊賀市障がい者相談支援センターに、６人の相
談支援専門員を配置し、障がいのある人及びそ
の家族からの相談に対応するとともに、障害福
祉サービスの利用等について関係機関との調整
を図りました。
増加する相談に対応するため、持続可能な相談
支援のあり方について、相談事業所連絡会の中
で検討をしました。

資源が限られている中で、増加する相談に対応
するため、持続可能な相談支援のあり方につい
て、相談事業所連絡会の中で検討しており、密
に関係機関と連携をとりながら支援しました。
福祉サービスの利用調整だけでなく、それに伴
い利用者の家庭環境の調整や精神的なフォロー
等もしています。

相談件数 9,000 10,614 ＡＡ

24 ①包括的な相談支援体制の充実
地域包括支援セン
ター

障がい者相談支援センターに専門の相談支援専門員を配置
し、基幹相談支援機能を担っています。虐待事例や処遇困
難事例に対応するほか、総合的・専門的な相談支援や地域
移行・地域定着等を進め、地域の相談支援体制を強化しま
す。

平成30年４月から、伊賀市障がい者相談支援セ
ンターで専門の相談支援専門員を雇用し、基幹
相談支援機能を担っています。総合的・専門的
な相談支援や地域移行・地域定着等を進め、地
域の相談支援体制の強化に努めました。

相談について複合的な課題を抱え、支援困難な
事例が増加しています。そのため障がいのある
人からだけでなく、相談支援事業所やサービス
提供事業所からの相談件数が増加しています。
地域移行・地域定着等の推進は今後の課題と
なっています。

総合的・専
門的な相談
支援件数

3,000 2,972 Ｂ

24 ①包括的な相談支援体制の充実
地域包括支援セン
ター

福祉の一次相談窓口として、地域包括支援センター（本
庁・南部サテライト・東部サテライトの３ヶ所）に三職種
（社会福祉士・主任介護支援専門員・保健師）を配置し、
それぞれの専門性を活かして相談を受け、関係機関につな
ぐ等の支援をします。

福祉の一次相談窓口として、地域包括支援セン
ター（本庁・南部サテライト・東部サテライト
の３ヶ所）の三職種（社会福祉士・主任介護支
援専門員・保健師）がそれぞれの専門性を活か
して相談を受け、適切な関係機関へつなぎまし
た。

家族の介護や認知症等をきっかけに世帯の支援
に介入することで、障がいや貧困などの課題を
把握することも多く、その都度適切な支援機関
やサービスにつなぎました。
支援者として障害福祉に関する知識を身につ
け、関係機関との連携を密に図る必要がありま
す。

相談により
関係機関に
つなげた件

数

200 240 ＡＡ

24 ①包括的な相談支援体制の充実 生活支援課
本人の意向を尊重した支援プランを作成し、プランに基づ
き関係機関と連携した支援を行います。

生活困窮者からの相談について、必要なサービ
スの利用や適切な関係機関へつなぐなどの支援
を行いました。また、包括的・継続的な支援が
提供されるよう相談者に伴走しながら関係機関
と調整しました。

R2年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響
により急増した相談者に対応してきました。増
加はある程度落ち着いたものの、経済的な困窮
だけでなく、社会的孤立から包括的・継続的な
支援が必要なケースも増加しています。

件数 65
75

（見込）
ＡＡ

24 ②ケアマネジメントの充実 障がい福祉課

一人ひとりのニーズに応じた相談支援を行うため、障がい
者地域自立支援協議会や伊賀圏域連絡協議会において事例
検討や研修を開催し、市内の特定相談支援事業所のスキル
アップを図ります。

障がい者地域自立支援協議会相談部会において
事例検討会等を行い、基幹相談とともに市内特
定相談支援事業所のスキルアップを図りまし
た。
市相談部会　５回

部会を開催することにより、相談支援専門員の
情報共有やスキルアップを図ることができまし
た。今後も計画相談支援に対する情報共有や定
期的な事例検討等を行い、相談支援専門員のス
キルアップを図るように努めていきます。

回数 5 5 Ａ

24 ③身近な地域での相談推進 障がい福祉課
当事者及びその家族の中から、障がいの分野に応じた相談
員を委嘱し、それぞれの地域で障がいのある人やその家族
からの相談に対応します。

当事者及びその家族の中から身体障がい相談員7
人、知的障がい相談員2人を委嘱し、それぞれの
地域で障がいのある人や家族からの相談に対応
しました。また、年４回連絡会を開催し、市と
相談員および相談員間での情報共有を行いまし
た。
精神障がい相談員については、団体が休会と
なったため委嘱することができませんでした。

当事者及びその家族が相談員となることによ
り、相談者と同じ目線での対応ができ、適切な
助言や指導を行なうことができています。今後
も相談員の活用について周知を行うとともに、
連絡会等を通じて相談員のスキルアップを図り
ます。
欠員となっている精神障がい相談員を配置する
ことが必要です。

相談員数 9 9 Ａ

26 ①権利擁護に関する相談支援体制の充実
地域包括支援セン
ター

障がい者に対する虐待を発見した時は、保護等の措置を行
います。また権利擁護支援が必要な人については、伊賀市
社会福祉協議会と連携し日常生活自立支援事業の利用や成
年後見制度利用の支援を行います。

障がいのある人に対する虐待を発見した時は、
保護等の措置を行いました。また障がいのある
人の権利擁護の為、日常生活自立支援事業や成
年後見制度の利用の支援を行いました。

虐待を発見した際に、早期解決に向けた支援を
行いました。権利擁護が必要な方はたくさんい
ますが、日常生活自立支援事業の利用について
は、待機が発生していることから、すぐに利用
できていないことが課題となっています。

相談件数 550 463 Ｂ

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施
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26 ②日常生活自立支援事業の充実 介護高齢福祉課
伊賀市社会福祉協議会が主体で実施している日常生活自立
支援事業を安定して利用できるよう、低所得者の利用者に
対して利用料の一部を助成します。

知的障がい・精神障がい・認知症などにより判
断能力が不十分な人が、住み慣れた地域で安心
して自立した生活が続けられるよう、低所得者
の利用料の一部を助成しました。

利用料助成をすることで、滞納することなく生
活が送れること、また、あらゆるサービスの利
用継続が図れる。
待機者問題の解決が課題となっている。

低所得者の
利用回数
（延）

2,300
2,400

（見込）
ＡＡ

26 ③成年後見制度の充実 介護高齢福祉課
伊賀地域福祉後見サポートセンターを中心に講演会や出前
講座等を通じて、成年後見制度の周知・啓発を図ります。

伊賀地域福祉後見サポートセンターを中心に、
成年後見制度の周知・啓発を図りました。

中核機関に位置付けられたことに伴い、連携が
強化され、裁判所からの紹介案件の増加が顕著
となりました。相談件数の増加及び新型コロナ
ウイルスの影響もあり、直ぐに面談で相談に応
じることが難しくなっています。

相談件数
（延）

150
427

(見込）
ＡＡ

26 ④虐待の早期発見と支援体制の強化
地域包括支援セン
ター

関係機関の連携を強化し、虐待を早期発見するため、担当
者会議を定期的に開催します。また、施設や事業所での虐
待の予防を図るとともに、虐待事案の発生時には虐待検討
委員会の支援方針に基づき速やかな支援を行います。

高齢者及び障がい者虐待担当者会議を４回開催
し、庁内担当者が虐待事案発生時に迅速に対応
できるよう情報共有を図りました。施設・事業
所職員を対象にした研修については、高齢者虐
待と隔年開催しており、次回は来年度に開催予
定となっています。

高齢者及び障がい者虐待担当者会議を開催し、
虐待事案発生時の初動対応の確認と情報共有を
図っています。また毎年養護者及び施設従事者
等による虐待通報があることから、研修会等の
啓発事業を繰り返し実施する必要があります。

会議回数 5 4 Ｂ

27 ①障害福祉サービス等の充実 障がい福祉課
事業所間のネットワークを強化し、サービス事業者の意識
や技術を高める研修やガイドラインの整備を図り、質の高
いサービスの提供ができる環境を整えます。

就労部会WG内で「研修チーム」「ガイドブック
チーム」を編制しサービス事業者の意識や技術
を高める研修会の実施、就労系事業所ガイド
ブックの更新方法の検討を行いました。
伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　6回
雇用啓発WG　5回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単位で就労部会を
行うことにより、より多くの関係機関と障がい
のあ
る人の就労支援のためのネットワークを充実さ
せることができました。

回数 16
13

（見込）
Ｂ

27 ①障害福祉サービス等の充実 障がい福祉課
聴覚障がい者等の福祉及び社会参加の推進を図るため、手
話通訳者及び要約筆記奉仕員の派遣を行います。また、支
援者の質を保持するため研修会等の周知を図ります。

聴覚障がい者等が医療機関や相談・手続きなど
で支援が必要なとき、手話通訳者及び要約筆記
奉仕員の派遣を行いました。
また、今年度から、タブレット端末等を活用し
た遠隔手話通訳サービスを開始しました。

遠隔手話通訳サービスの導入により、コロナの
影響など対面で直接支援することが難しい場合
でも必要な支援が受けられる体制が整いまし
た。しかし、全体として目標値は達成したもの
の、遠隔手話通訳サービスについては未だ利用
実績がなく、今後さらに周知・啓発していくこ
とが必要です。

回数 420
459

（見込）
ＡＡ

コロナ禍においても安心して支援が受けられるよう、遠隔手
話通訳サービスを開始しました。しかし未だ利用実績がない
ため、必要な人に支援が届くよう周知・啓発が必要です。

28 ②地域生活への移行に向けた支援 障がい福祉課
施設入所者が地域生活を行うために必要なサービスの整備
を図りながら、国の指針に基づき、地域生活への移行を促
進します。

社会福祉施設等整備計画において、法人が計画
するグループホーム等整備のための必要な支援
を行いました。
新規事業所の開設相談の際、計画に基づくニー
ズの共有、特定相談支援事業所との橋渡しなど
協力することを伝え、社会資源の増加に努めま
した。

施設入所者が地域へ戻るための社会資源が不足
している状況にあります。新たに事業所等が開
設された場合は、伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会相談部会と情報共有する場を設け、利用希望
者が適切な支援を受けられる体制づくりをすす
めます。

地域移行者
数

1 2 ＡＡ

28
③地域住民や民間団体等の支援活動との
連携

障がい福祉課
障がいのある人に対し、避難行動要支援者台帳などへの登
録を促進し、地域との関わりを強めることにより地域生活
課題などの共有や解決に努めます。

毎月、障がい者手帳の新規取得者等へ避難行動
要支援者台帳について周知を行うとともに、前
回対象者に案内した際に未同意であった421人に
対し、あらためて文書による登録意思確認を行
いました。

R4.1末時点で149人から提出があり、99人の登録
意思を確認することができましたが、意思表示
のない対象者に対する意向確認が必要です。

回数 13 13 Ａ

28 ①障害福祉サービス等の利用促進
地域包括支援セン
ター

障がい者相談支援センターにおいて障害福祉サービス等の
利用についての相談及び障害福祉サービス事業者や特定相
談支援事業所との利用調整を行い、家族介護者の負担の軽
減を図ります。

障がい者相談支援センターにおいて障害福祉
サービス等の利用についての相談及び障害福祉
サービス事業者や特定相談支援事業所との利用
調整を行い、障がいのある人により良い生活を
支援するとともに家族介護者の負担の軽減を図
りました。

障害福祉サービス等の利用促進を行うことで、
これまで家族が担っていた負担について障害福
祉サービスの利用につなげ、家族介護者の負担
の軽減を図っています。家族から障がいのある
人への支援が完全に切れてしまわないように、
適切に支援へつなげていくことが課題となって
います。

サービス利
用相談件数

4,000 3,919 Ｂ

28 ②介護者の交流や学習活動等への支援 障がい福祉課
障がい者団体の活動に対して助成し、障がいのある人を介
護している家族介護者の交流会や学習会の開催のための支
援を行います。

障がい者団体の主催で家族介護者の交流会や学
習会が開催できるよう、障がい者団体への助成
を行いました。しかし、コロナの影響で団体の
多くの事業が中止となりました。

家族介護者がコロナ禍においても少しでも交
流・学習の場を持てるような事業の検討を、障
がい者団体に対して促していく必要がありま
す。
また、団体の新たな会員の確保が引き続き課題
となっています。

回数 2 0 Ｅ

28 ②介護者の交流や学習活動等への支援 介護高齢福祉課

伊賀市社会福祉協議会をはじめとする社会福祉法人に委託
し、認知症・介護予防事業の一つとして、介護者のための
知識や介助法等の情報交換の場になるようなメニューを実
施し、参加者の増加を図ります。

家族介護教室等を実施し、介護者への支援の充
実を図りました。

家族介護教室は、被介護者の居場所を確保する
ことが必要であることや、介護者自身が多忙で
あることから、参加者の増加を図ることが困難
となっています。しかし、介護者のための教室
は、知識や情報交換の場にもなり、モチベー
ションの向上にも繋がることから、内容を含
め、継続した情報発信・啓発を行っていくこと
が必要です。

参加者数
（延）

30
22

（見込）
Ｂ

30 ①居住系サービスの充実 障がい福祉課
地域で自立した生活の拠点を確保できるよう、サービス事
業所と連携し、グループホーム等の施設の充実に努めま
す。

社会福祉施設等整備計画において、法人が計画
するグループホーム等整備のための必要な支援
を行いました。

社会福祉施設等整備計画における補助対象施設
として選定されませんでしたが、今後も法人等
と連携し、伊賀圏域障がい福祉連絡協議会相談
部会と情報共有する場を設け、利用希望者が適
切な支援を受けられる体制づくりをすすめま
す。

実人数／月 120
113

（見込）
Ｂ
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計画
新型コロナウイルスの影響等による変更点および

その結果から得られた成果・見えてきた課題
計画

ページ
Ｒ３年度事業予定事業実施課施　策

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況

30
②地域での自立生活に向けた住宅確保の
推進

障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会において、住ま
い探しを円滑に行うため、不動産事業者や社会福祉協議会
とともに関係機関等への啓発に取り組みます。

障がいのある人が地域で自立して生活できるよ
う、地域住民に対し市広報や市の広報番組等で
障がいについての理解を得るための特集を行い
ました。
市広報で特集 1回
市行政情報番組で特集（手話付き） 1回

市広報や市の広報番組で障がいに関する特集を
行うことにより、地域住民に障がいについての
理解を深めてもらうことができました。今後も
障がいのある人が住み慣れた地域で自立して生
活できるよう、あらゆる機会を通じて地域住民
への啓発を行っていきます。

回数 2 2 Ａ

30
②地域での自立生活に向けた住宅確保の
推進

住宅課

障がいのある人をはじめとする住宅確保要配慮者の自立生
活に向けた住宅確保の支援を行うため、不動産関係団体、
社協、ＮＰＯと協力して、三重県居住支援連絡会で協議を
していきます。また、住宅相談会を実施して福祉部局との
連携を図ります。

・三重県居住支援連絡会
　「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給
の促進に関する法律」に基づき、自力で住宅を
確保することが困難である、高齢者や障がい
者、外国人、子育て世帯など住宅確保要配慮者
に対して、安定した居住の確保を図るための取
組みについて協議を行った。
　全体会　7月14日
　作業部会　7月1日、10月8日、3月3日（予定）
・賃貸住宅相談会
　住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な
入居の促進を図ることを目的に、市内で賃貸住
宅相談会を開催した。
　2月25日

障がい者をはじめとする住宅確保要配慮者のお
かれている住宅事情の把握、各団体間の連携体
制の構築に一定の効果を得ることができた。
賃貸住宅相談会では、住宅確保要配慮者に対す
る物件情報の紹介、福祉相談・生活相談等の実
施により、居住支援のあり方を考える機会を得
ることができた。また、開催に際して庁内関係
部局との連携を図ることができた。

回数 3
5

（見込）
ＡＡ

30
②地域での自立生活に向けた住宅確保の
推進

生活支援課
居住支援法人である伊賀市社会福祉協議会と連携し、住宅
確保要配慮者が入居可能な物件の情報共有のための関係機
関による連絡会を開催します。

伊賀市社会福祉協議会と連絡会の開催に向けて
調整しました。年度末までに県の呼びかけで連
絡会が開催されました。

引き続き住宅確保要配慮者の支援のための情報
共有を進めていく必要があります。入居時の保
証についてなどの課題があります。

回数 1
1

（見込）
Ａ

30 ①年金、手当等の充実 保険年金課
日本年金機構と協力・連携し、障害年金に関する諸届につ
いて、届出に係る内容説明等の支援をします。また、市広
報及び行政情報番組で、制度についての周知を行います。

日本年金機構と連携し、障害年金受給者の現況
届等の作成を支援しました。また、障害年金に
関する記事を広報いがに掲載し、周知しまし
た。

障害基礎年金の裁定請求が２７件あり、日本年
金機構へ進達しました。また、窓口での説明の
際には、年金機構が毎年作成する案内書を参考
に請求手続きを進めています。職員が障害年金
についての研修を受講するなどして、知識を深
めることに努めます。

回数 2 2 Ａ

30 ①年金、手当等の充実 障がい福祉課
重度障がい者・児の在宅生活を支援するため、移動及び介
護用品助成制度を拡大します。

市単独事業として支給していた重度障害者福祉
手当および重度障害児福祉手当に代わり、重度
障がい者・児の在宅生活を引き続き支援するた
め、自動車燃料費等助成事業及び介護用品購入
費助成事業を拡大し、助成を行いました。

手当の廃止に代わって助成額を引き上げること
により、障がいのある人やその保護者の経済的
な負担を引き続き軽減することができました。
今後も、制度の改正についてより広く周知して
いきます。また、保護者の負担軽減のための方
法をさらに検討し、他のサービス充実に努めま
す。

実績額
（千円）

17,755
17,121

（見込）
Ｂ

30
②医療費等の自己負担軽減のための制度
の充実

保険年金課
障がいのある人に継続して助成を行い、負担軽減を図りま
す。また、県事業の対象者拡大や、制度の充実を要望して
いきます。

障がいのある人に係る医療費について継続して
助成を行い、負担の軽減を図りました。

市単独で実施している精神障がい者医療費助成
の対象者が増加しています。継続した助成が必
要であり、県補助事業の対象を拡大するよう要
望していきます。

なし

30 ③金銭管理に関する支援の推進
地域包括支援セン
ター

障がい者相談支援センターにおいて、金銭管理に関する相
談に対応し、生活の安定を支援します。必要な人には、成
年後見制度や日常生活自立支援事業、自立相談支援事業に
おける家計相談支援事業の利用を勧めます。

障がい者相談支援センターにおいて、金銭管理
に関する相談に対応し、生活の安定を支援しま
した。支援が必要な人に、成年後見制度や日常
生活自立支援事業、自立相談支援事業における
家計相談支援事業の利用を勧めました。

金銭管理に関する相談に対応し、生活の安定を
支援しました。障がいのある人自身がうまく金
銭管理できないものの、金銭管理の支援の必要
性を感じていない場合があり、伊賀市社会福祉
協議会と連携し日常生活自立支援事業や成年後
見制度の説明を行うとともに利用の支援をしま
した。

金銭管理に
関する相談

件数
1,100 1,076 Ｂ

31 ①福祉人材確保・育成のための支援 障がい福祉課

関係機関の実施する相談窓口などの周知を積極的に行い、
人材の定着や離職防止を図ります。
人材確保のため、福祉学科等を有する高校等との連携を強
化します。

市内の福祉学科等を有する高校と、在学生が福
祉に対して持っている興味・関心内容について
情報共有を行いました。
福祉人材確保のきっかけとなるよう、福祉の仕
事をＰＲするチラシの制作を行っています。

就職先の選択肢が福祉の現場になるよう、今後
も市内の福祉学科等を有する高校等と連携を密
にし、情報共有や啓発等を継続する必要があり
ます。

回数 3
2

（見込）
Ｃ

31 ①福祉人材確保・育成のための支援 障がい福祉課
県内就業への誘導、再就職等の促進を推進するため、伊賀
圏域障がい福祉連絡協議会就労部会において公共職業安定
所と連携を図ります。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会におい
て、公共職業安定所が主となり、関係支援機関
と連携し、企業訪問による実態把握と雇用啓
発、就職面接会による企業・障がい者のマッチ
ング、障がい者のための企業説明会などに協力
し、雇用につなげる取り組みを行いました。
企業訪問15社

今後も関係支援機関と連携し、取り組みを継続
することが、企業側の障がい者理解と雇用意識
の促進、一人でも多くの就労につながると考え
ます。

回数 5 5 Ａ

31 ①福祉人材確保・育成のための支援 障がい福祉課

県やさまざまな機関が実施する資格取得等のための講習や
研修などの情報を収集し、周知します。
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会各部会が主体となって障が
い福祉に関する業務を広く紹介することにより、潜在有資
格者の掘り起こしに努めます。

三重県視覚障害者支援センターが実施する音訳
奉仕者養成講習会、点訳奉仕者養成講習会につ
いて、ケーブルTV、広報いが、ホームページで
周知を図り、視覚障がいに対する理解及び福祉
の増進に努めました。
福祉人材確保のきっかけとなるよう、福祉の仕
事をＰＲするチラシの制作を行っています。

今年度はチラシの配布ができなかったため、来
年度は配布の時期、場所を検討しＰＲを行いた
いと考えます。

回数 4
3

（見込） Ｂ
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計画
新型コロナウイルスの影響等による変更点および

その結果から得られた成果・見えてきた課題
計画

ページ
Ｒ３年度事業予定事業実施課施　策

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況

32 ①主体的な健康づくりの推進 健康推進課

健康づくりや介護予防をテーマとした出前講座を各地域の
老人クラブや各種団体において開催。また、今年度は行政
チャンネルを利用し、自宅でできる健康づくり「いが忍に
んプロジェクト」を実施します。これらの機会を通して、
日常生活の中で自分自身や家族の健康管理につながるよう
支援します。

出前講座については、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を受けて、少ない状況でした。昨
年度より、行政チャンネルを利用した、自宅で
できる健康づくりの情報提供「いが忍にん健康
プロジェクト」を実施しました。

・出前講座回数：45回（見込み）
・まちの講師：15回（見込み）
・いが忍にん健康プロジェクト：27回（見込
み）

市民が関心のある内容や、地域課題を中心とし
た健康情報をテーマにすることで、市民が正し
い知識を得て健康づくりに役立てることができ
た。

回数 140
87

（見込）
Ｃ

32 ①主体的な健康づくりの推進 健康推進課
ホームページ等を通じて新型コロナウイルス感染症に関す
る新たな情報を提供します。各地域に向けて、感染予防対
策をとりながら、健康づくり情報を発信します。

ホームページ等を通じて新型コロナウイルス感
染症の関する新たな情報を提供します。各地域
に向け、感染症予防をとりながら、健康づくり
情報を発信しました。

情報提供回数：80回（見込み）

新型コロナウイルス感染症に関する情報提供を
行い、感染症予防につとめました。

回数 100
80

（見込）
Ｂ

32 ②保健サービスの利用促進 健康推進課
広報紙、ケーブルテレビ、ホームページ等を通じて広く健
康に関する情報発信や保健事業の紹介や案内をします。

広報紙、ケーブルテレビ、ＳＮＳ等を通じて広
く健康に関する情報発信や保健事業の紹介や案
内をしました。

広報紙、ケーブルテレビ、ＳＮＳ等啓発回数：
150回（見込み）

健康に関する情報や事業の紹介等の情報発信を
行いました。市民の意識向上につながり健康マ
イレージの登録者が増加しました。

回数 200
150

（見込）
Ｂ

32 ③こころの健康づくりへの支援 健康推進課

伊賀市自殺対策行動計画に基づき、こころの健康づくり
や、こころの病気についての理解や知識の普及を進めま
す。

・こころの健康についての研修、啓発事業への参加人数

伊賀市自殺対策行動計画に基づき、こころの健
康づくりや、こころの病気についての理解や知
識の普及を進めました。

こころの健康についての研修、啓発事業への参
加人数
研修会：1回（見込み）
参加人数：20人（見込み）

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、研修
会の回数は減少しました。
こころの健康づくりに関しての啓発を、関連施
設を通してチラシの配布など実施しました。

人数 550
20

（見込）
Ｄ

34
①保健・医療・福祉分野の連携体制の強
化

地域包括支援セン
ター

保健・医療・福祉分野がスムーズに連携するためには、そ
れらのサービスを橋渡しする介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）の役割が重要です。様々な障がいを理解し適切な
支援機関へつなげられるよう、事例検討会等を開催し、介
護支援専門員の資質の向上を図ります。

居宅介護支援事業所のケアマネジャーを対象に
事例検討会や研修会を開催し、介護支援専門員
の資質の向上を図りました。

・研修会開催：３回
・事例検討会開催：4回(実施予定：5回)

障害福祉サービスの利用者が65歳に到達し、介
護保険サービスへ移行又は障害福祉サービスと併
給する例が増加しています。ケアプランの作成者で
あるケアマネジャーが障害福祉サービスを正しく理
解する必要があります。今年度はコロナ禍により、
事例検討会・研修会が目標通り開催出来ませんで
したが、今後もケアマネジャーの資質の向上に努め
る必要があります。

回数 7 7 Ａ

34
①保健・医療・福祉分野の連携体制の強
化

医療福祉政策課

引き続き、「保健・医療・福祉分野の連携検討会」を開催
します。
また、平成２８年度から取り組んでいる「在宅患者の薬の
管理のしくみづくり」を軸に新たな取組みの検討を行いま
す。

新型コロナウイルス感染症により12月までに予
定していた3回のうち1回の会議は中止し、書面
での確認により事業実施となりました（3/3開催
予定）。
8月に救急搬送時における在宅患者情報等に関す
るアンケートの実施、12月に伊賀市オリジナル
のお薬手帳カバーの増刷をし、3月に市広報誌で
本事業に関する特集を掲載予定です。

保健・医療・福祉分野の連携検討会での議論に
より課題の１つとして見えてきた、独居高齢者
等の救急搬送時における課題の解決に向けて検
討を始めています。
引き続き、地域包括ケアシステムの構築に向
け、医療や介護・福祉関係者間の連携強化に取
り組むとともに、市民の理解を高めるため啓発
を行う必要があります。

開催状況 1 1 Ａ

35
①精神障がいにも対応したシステムの構
築

障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会において、課題
を抽出・整理し、精神障がいにも対応した仕組み作りを推
進します。

精神障がい者が地域の一員として安心して自分
らしい暮らしができる医療・障害福祉、介護、
社会参加、住まい、地域の助け合い、教育が包
括的に確保された地域包括ケアシステムの構築
を目指す取り組みを行いました。

多職種で構成されるWGメンバーにより、日常生
活圏域における課題をアンケート調査により抽
出しました。

回数 2 4 ＡＡ

35 ②地域での住まい確保の支援 障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会において、不動
産業者に対する対応について協議を行い、関係機関と連携
し住まいの確保へ繋げます。

伊賀圏域のグループホーム入所者を対象にアン
ケート調査を実施、その結果から退所に関する
意識や要因について分析をすることで、住まい
に関する現状やニーズの把握を行いました。

アンケート結果から、入居者の基本特性に基づ
いた単純集計を行い、退居意向に関連する要因
を分析しました。就労支援や家族との関係構築
が必要であり、退居可能なケースを共通認識と
して持つことが支援に有効と結果を整理しまし
た。

回数 2 4 ＡＡ

35 ③ピアサポート体制の推進 障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会において、病院
及び障害福祉サービス事業所等と連携し、ピアサポーター
への支援体制を推進します。

精神障がい者が地域の一員として安心して自分
らしい暮らしができる医療・障害福祉、介護、
社会参加、住まい、地域の助け合い、教育が包
括的に確保された地域包括ケアシステムの構築
を目指す取り組みを行いました。

当事者であるピアサポーターから体験談等を聞
くことで、障がいのある人やその家族が地域移
行に際して感じている不安や課題の解消につな
がることから、今後も継続した取り組みを続け
る必要があります。

回数 2 4 ＡＡ
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4 第４次障がい者福祉計画令和３年度事業実績シート



目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

36 ①発達支援システムの推進 健康推進課

全ての乳幼児が健康診査を受診できるように勧奨し、障がいの早
期発見に努めます。また、各種相談や医療・療育につなげられる
よう医師会など関係機関と連絡・連携を強化し切れ目ないサービ
スの提供を実施します。

・各種乳幼児健診

乳幼児健診の受診勧奨を行い、受診率向上に努め
ました。医師会との乳幼児健診委員会に参加、情報
共有や連携支援を行いました。
また、こども発達支援センターとの連携会議も実施、
切れ目ないサービスの提供に努めます。

感染予防を徹底し、健診等の来所時間を分散させ、
安心して健診を受けられるようにしました。また、健
診流れを見直し、必要な検診や相談でき、なおかつ
滞在時間を短くできるようにしました。また、未受診
者への勧奨を徹底しました。そのため、受診率は下
がりませんでした。
今後も感染対策をし、安心して受診してもらえるよう
にします。また、未受診者の勧奨を徹底を行いま
す。

3歳児健康診
査の受診率

98
98

（見込）
Ａ

36 ①発達支援システムの推進 こども未来課
社会性発達や軽度発達の問題を明らかに、こどもの発達特性
を正しく理解し、適切な環境設定や就学につなげていくため
５歳児発達相談を実施します。

５歳児発達相談を全園(所)で実施し、集団行動
観察においてこどもの認知・社会・行動面での
特性を把握し、個々人の対応方法への助言や今
後の方針へのカンファレンスを実施しました。
◎５歳児発達相談
　市内全31園、47回、対象約600人
　７月～２月で実施。

５歳児発達相談で見えてきた個人の発達特性に
ついて、その子の発達特性を理解した上での対
応方法や今後の方針等を検討し、就学に向けて
安心して進学できるための相談等の支援を充実
します。

５歳児発達
相談参加率

98 98 Ａ

36 ①発達支援システムの推進 学校教育課
一人ひとりのニーズに応じた途切れのない支援を行うため、こど
も発達支援センター等の関係機関と連携し、教育相談、発達検査
等の巡回相談を実施します。

臨床心理士やこども発達支援センター等に依頼し、
発達検査や巡回相談を実施しました。

発達検査や保護者相談等を通して、児童生徒一人
ひとりに応じた適切な支援にいかすことかできまし
た。また、児童発達支援センターとも連携しながら進
めていくことで、福祉の立場からのアドバイスをもらう
ことができました。今後も関係機関からのアドバイス
等を子どもたちの適切な支援につなげていく必要が
あります。

回数 160 160 Ａ

36 ①発達支援システムの推進 障がい福祉課
障がいのある児童等支援のため、保健・福祉・保育・教育の
各担当者が情報を共有し当事者の現状を把握するため、関係
機関の協議の場を設置します。

保健・福祉・保育・教育と関係機関等の協議の
場を設置し、障がいのある児童等支援のしくみ
をつくるため、本年度は各機関の事業内容や、
連携に向けた課題、検討事項を集約するための
アンケートを実施します。

本年度は協議の場を持つことはできませんでし
たが、アンケートの内容を踏まえ、次年度の協
議に繋げます。

参加事業所
数

15 0 Ｄ

37 ②発達障がい児等に対する支援 健康推進課

乳幼児期の健診など母子保健事業を通じて、発達障がい児を早
期発見し、経過観察や育児支援を行う場を提供します。また専門
機関との連携により早期に療育につなげられるよう支援を行いま
す。
　
・２歳児相談

コロナ禍、グループでの経過観察や育児支援は中
止にし、個別で経過観察を行いました。心理判定員
による発達相談の機会を増やし、個別に相談できる
体制を取りました。また、2歳児相談未受診者には勧
奨を行いました。

個別相談などで保護者の不安軽減に努め、必要に
応じ早期に療育につなげることが出来ました。今後
も2歳相談未受診者には勧奨を行い、支援が必要な
こどもに早期に必要な支援につながるようにします。

2歳相談受診
率

95
82

（見込）
Ｂ

37 ②発達障がい児等に対する支援 こども未来課
学校や保育所(園)からの依頼を受けて、課題のあるこどもの
支援方法について具体的アドバイスするため巡回訪問を実施
します。

児童発達支援センターの専門職員と一緒に巡回
訪問し、運動機能や社会性、認知面等の発達特
性に適応した対応方法についてのアドバイスを
受けました。
巡回訪問事業４月～３月随時実施

児童発達支援センター専門職から、保育士や教
員等へ個々人の発達特性を踏まえた上で具体的
対応方法や支援方針について助言を受け、個別
ケースの適切な対応や発達への支援へ繋ぐこと
ができました。

巡回訪問延
人数

130 120 Ｂ

37 ②発達障がい児等に対する支援 学校教育課

支援の必要な児童生徒について「さぽーとファイル」等利用しなが
ら「個別の指導計画」や「個別の教育支援計画」を作成し、個々の
ニーズにあった適切な切れめのない支援を行うために活用しま
す。

小中学校29校において、特別支援学級籍の児童生
徒について「個別の指導計画」「個別の教育支援計
画」を作成し、個々のニーズにあった適切な支援に
つなげました。

「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」を作成
し、個々のニーズにあった支援を行うことができまし
た。今後、通常学級における発達に課題のある児童
生徒についても「個別の指導計画」や「個別の教育
支援計画」の作成を進め、適切な支援につなげてい
く必要があります。

箇所数 29 29 Ａ

37 ③地域の学校との連携強化 障がい福祉課
障がいのある児童等支援のため、保健・福祉・保育・教育の
各担当者が情報を共有し当事者の現状を把握するため、関係
機関の協議の場を設置します。

保健・福祉・保育・教育と関係機関等の協議の
場を設置し、障がいのある児童等支援のしくみ
をつくるため、本年度は各機関の事業内容や、
連携に向けた課題、検討事項を集約するための
アンケートを実施します。

本年度は協議の場を持つことはできませんでし
たが、アンケートの内容を踏まえ、次年度の協
議に繋げます。

参加事業所
数

15 0 Ｄ
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38 ①自立した地域生活のための支援
地域包括支援セン
ター

障がい者相談支援センターに相談支援専門員を配置し、障が
いのある人の生活相談や就労相談を行います。

障がい者相談支援センターに相談支援専門員を
配置し、障がいのある人の生活相談や就労相談
を行いました。本人が自立して地域で生活でき
るように関係機関との連携を行いました。

障がいのある人が地域で自立した生活が送れる
ように、関係機関と連携し支援を行いました。
障がいのある人が就労を継続するためには、職
場の理解を進める必要があります。

相談件数 9,000 10,614 ＡＡ

39 ①高齢になった障がいのある人への支援 障がい福祉課

高齢期の障がいのある人がそれぞれに応じたサービスを利用
できるよう、障がい者地域自立支援協議会相談部会や障がい
者相談支援センターが主体となって協議を行い、障がいと介
護の垣根を超えたトータルサポート体制づくりに取り組みま
す。

障がい者地域自立支援協議会相談部会におい
て、高齢になった障がいのある人への支援につ
いての協議を行いました。
相談部会　５回

高齢になった障がいのある人の支援について
は、計画相談支援の中で早い段階から介護保険
サービスの利用も含めてその人のニーズに沿っ
た支援を行えるよう高齢者担当機関や計画相談
事業所と連携し今後も検討していきます。

回数 5
5

（見込）
Ａ

39 ①高齢になった障がいのある人への支援 介護高齢福祉課
介護・高齢者サービスの施策をＨＰ等で随時周知します。ま
た、障がい福祉課との連携を密にし、円滑な移行に努めま
す。

障がい福祉課と連携し、制度の啓発や周知を図
りました。

障がい者サービスから高齢者サービスへの移行
については、関係者の連携が不可欠で担当者会
議等での共通認識が必要です。

回数 1 1 Ａ

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況
基本計画 施　策

(

１

)

発
達
支
援
体
制
の
充
実
・
推
進

(

３

)

高
齢
に
な
っ

た
障
が
い
の
あ
る
人
へ
の
支
援

事業実施課 Ｒ３年度事業予定

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況
基本計画 施　策 事業実施課 Ｒ３年度事業予定

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

新型コロナウイルスの影響等による変更点および
その結果から得られた成果・見えてきた課題

基本
方針

計画
ページ

39
②医療・介護・予防・住まい・生活支援
が一体的に提供される地域包括ケアシス
テムづくり

医療福祉政策課
分野ごとに行っていた支援を一体的に行う重層的支援体制整
備事業について事業を進めるため、「健康福祉関係計画調整
会議」を開催します。

重層的支援体制整備事業を進めるため、各要綱
の制定や実施計画の策定を行うために、「健康
福祉関係計画調整会議」を開催いたしました。

今後は計画に基づいて事業を実施していきます
が、毎年度実績に基づいて実施計画を策定し、
事業の円滑な実施に向け取り組みを推進いたし
ます。

開催状況 1 2 ＡＡ

39 ①緊急時の受入れ体制の充実 障がい福祉課
緊急時の受け入れ先として、地域の障害福祉サービス事業所
と連携を図り、体制を充実させます。

緊急時における迅速・確実な相談支援の実施に
向けて、相談支援事業所と連携・情報の共有を
図り、地域生活支援拠点の体制づくりに向けた
調整・協議を行いました。

以前から検討を進めていた市内特定相談支援事
業所の「集約」の仕組みづくりに対し、令和３
年度の報酬改定により「複数事業所の協働によ
る機能強化型」という報酬が創設されたことに
より、事業所間で地域生活支援拠点の登録に向
けた調整が進みました。

登録事業所
数

15 15 Ａ

39 ①緊急時の受入れ体制の充実
地域包括支援セン
ター

緊急対応の必要がある場合は、基幹相談支援センターが関係
機関と連携を図り、短期入所等のサービスを調整するなどの
支援を行います。

普段障がいのある人の支援をしてくださってい
る家族に緊急なことがあった際に、関係機関と
の連携・調整をおこない、短期入所等のサービ
スの利用支援をします。

今年度については緊急時の受け入れ調整を行う
ことはありましたが、地域生活拠点の利用はあ
りませんでした。普段から入所等の制度を利用
している方については本人情報を得られます
が、サービスを利用していない人については情
報把握から始める必要があり、調整に苦慮する
ことが課題と考えられます。

対応件数 3 0 Ｄ

39 ②地域で暮らすための体験等の場づくり 障がい福祉課
地域へ移行するための相談体制を整え、障害福祉サービスの
体験利用を促進します。

緊急時における迅速・確実な相談支援の実施に
向けて、相談支援事業所と連携・情報の共有を
図り、地域生活支援拠点の体制づくりに向けた
調整・協議を行いました。

相談事例はありましたが、今年度の体験利用に
は繋がりませんでした。
今後、市内特定相談支援事業所による地域生活
支援拠点登録により、相談支援体制が強化さ
れ、地域移行のための体験利用につながると見
込まれます。

人数 1 0 Ｅ

40 ①母子保健・発達相談体制の充実 健康推進課

妊娠届けの機会や乳幼児相談、こんにちは赤ちゃん訪問など各
種母子保健事業の機会を通じて、乳幼児健診の受診を促し、障
がいのある子どもの早期発見・専門機関への紹介などの支援に
つなげられるように努めます。

･１歳６か月児健診

各種母子保健事業の機会を通じて乳幼児健診の受
診を促し、また未受診者への連絡を徹底しました。
特に１歳６か月児健診では育児の困り感等について
聞き取り、次の相談につなげるの支援を行いまし
た。

未受診者への勧奨に努め、受診率は維持されまし
た。
今後も受診率向上に努め、必要な人を発達相談や
専門機関への紹介などの支援につなげられるように
努めます。

1歳6ヶ月児
健康診査の
受診率

98
98

（見込）
Ａ

40 ①母子保健・発達相談体制の充実 保育幼稚園課

４歳児を対象とした５歳児相談や３歳児クラス巡回相談を通
して、発達に支援が必要な子を早期に発見し、子ども発達支
援センターや児童発達支援センター等各機関との連携を密に
し発達相談体制を充実させます。

発達に課題がある子どもをを早期に発見し、適
切な療育や支援につなげられるよう、伊賀市内
全ての保育所(園)、幼稚園、認定こども園を発
達支援センター共に訪問し連携を密にして相談
体制を充実させるよう取り組みました。

相談事業がきっかけとなり保護者が子育てでの
不安を相談できる場の提供ができました。
また支援が必要とする子を早期に発見すること
により、その子にあった適切な療育や支援につ
なげることができました。
今後も適切なかかわりができるよう職員の質の
向上に努めます。

箇所数 28 28 Ａ

40 ①母子保健・発達相談体制の充実 学校教育課
障がいのある子どもや発達に支援が必要な子どもを早期に適切
な支援につなげるため、障がいや発達について気軽に相談でき
るよう、就学相談を実施します。

ゆめポリスセンターにおいて就学相談を６日間実施
しました。
７月１６日（金）　１７件
７月２１日（水）　１６件
７月２６日（月）　１２件
７月２７日（火）　１５件
７月２８日（水）　１６件
７月２９日（木）　　５件　　計　８１件

就学相談を通して、発達に課題のある子どもを早期
に適切な支援につなげることができました。今後も引
き続き就学相談を実施し、適切な教育支援につなげ
る必要があります。

回数 5 6 ＡＡ

40 ①母子保健・発達相談体制の充実 こども未来課
児童発達支援センターや専門医から定期的に専門的視点から
助言を受けたり受診につながるよう、支援ケース検討会を定
期的に行います。

児童精神科の医療的な視点から対応の助言を受
けたり、必要に応じ受診につなげるよう専門医
への発達相談を行いました。また、児童発達支
援センター・教育委員会と共に個々の支援方針
について現場の配慮や支援方法について定期的
に検討しました。
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、検討
会が実施できない月がありました。

児童発達支援センターや教育委員会等と連携し
て、保護者や学校に対し、こどもの発達特性へ
の理解や接し方の支援方法について具体的に検
討できました。必要な児にはモニタリングにて
その後の様子を確認し、その後の支援方法を検
討する必要があります。
また、個別の発達に応じて医療につなぐことが
できるよう今後も専門医との連携を図ります。

支援検討会
議10回

専門医との
ケース検討
会10回

20 18 Ｂ

40 ②発達に関する保護者等の理解の推進 健康推進課

こんにちは赤ちゃん訪問を実施し、早期から心身の発育について
支援する母子保健事業を紹介し、事業への参加を促します。乳幼
児相談や各種教室など発達段階に応じた母子保健事業を開催
し、保護者からの発達や育児に関する相談を受けるとともに発達
についての理解を促す機会とします。

・こんにちは赤ちゃん訪問

新型コロナウイルス感染予防を徹底し、対象の家庭
に訪問しました。訪問により保護者に発達や育児に
関する相談を受け、育児不安の軽減を図りました。
また、子育て事業や予防接種等の情報提供を行い
ました。

早期に訪問することで、母の育児不安の軽減につな
がりました。しかし、赤ちゃん訪問について必要性を
説明しても訪問を拒否される家庭もありました。今後
は母子手帳発行時から赤ちゃん訪問の必要性を理
解してもらえるようにしていきます。

こんにちは
赤ちゃん訪

問率
100

100
（見込）

Ａ

40 ②発達に関する保護者等の理解の推進 こども未来課
関係部署スタッフや保護者等に対して発達に関する研修会や
ケース検討会を行います。

児童発達支援センターと連携して学校等の依頼
を受けて事例検討会や職員研修等に協力しまし
た。
また保育所（園）、幼稚園の保育士や保健師等
を対象としてこどもの発達を見る力や具体的対
応方法についての研修会を開催しました。
事例検討会・校内研修２回30人
保育士対象発達研修会５回130人

現場の保育士・保健師・教員対象に、子どもの
育ちや発達について理解を深めることができま
した。
今後もその子が過ごしやすい環境づくりや対応
へつながるよう継続した研修が必要です。

実施回数 4 7 ＡＡ
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6 第４次障がい者福祉計画令和３年度事業実績シート



目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況
基本計画 施　策 事業実施課 Ｒ３年度事業予定

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

新型コロナウイルスの影響等による変更点および
その結果から得られた成果・見えてきた課題

基本
方針

計画
ページ

40 ②発達に関する保護者等の理解の推進 学校教育課
保育所（園）や幼稚園において早期の段階で発見し、保護者とと
もに適切な支援につなげるために、保育所（園）や幼稚園、学校
訪問を実施します。

保育所・保育園・幼稚園は30園、小学校は19校訪問
し、発達に課題のある子どもの状況を把握し、就学
相談へとつなげました。

保育所・保育園・幼稚園、学校訪問を通して、保護者
とともに適切な支援のあり方を考えることができまし
た。

箇所数 49 49 Ａ

41 ①障がい児保育体制の推進 保育幼稚園課
子どもの障がいや支援の必要な子ども一人ひとりに応じた支
援ができるよう、障がい児保育の理解と知識を深める研修を
行います。

早期に子どもの障害や発達に支援が必要な子ど
もに気づき、子ども一人ひとりの障がいやニー
ズに応じた発達支援ができるよう、園内での事
案検討や園内研修の実施、また他機関の研修へ
の参加を推進しました。

一人ひとりの子どもに丁寧に関わる「障がい児
保育」を継続して行うための保育士の確保と、
保育士の知識向上やスキルアップが出来るよう
に努めます。

箇所数 28 28 Ａ

41 ②専門機関等との連携強化 こども未来課
個々の子どもの発達特性を把握した上で、保育・教育現場に
おける支援内容の検討や実践を目指していくため、３歳児ク
ラス巡回相談を実施します。

３歳児クラス巡回相談では、児童発達支援セン
ターと連携し、保育現場における支援内容や環
境整備等の検討をするため、保育士対象に乳幼
児期の発達について学習しました。更に個々の
発達アセスメントにて発達段階を確認した上
で、個別支援計画票を作成し、その子が安心し
て集団生活を送るための支援を実施していると
ころです。

児童発達支援センターと連携しながら、早期支
援対応のための個別アセスメントや個別支援計
画立案ができました。今後、定期的なモニタリ
ングにて個々の発達アセスメントを実施しなが
ら、その子に応じた支援方法を引き続き保育所
と一緒に考えていきます。更に、対象児を広め
ていくために実施保育所を増やしていき、個別
支援計画については学校へ引継ぎができるため
の体制を整えていく必要があります。

３歳児クラ
ス巡回相談

回数
12 18 ＡＡ

42 ①就学指導の充実 学校教育課
関係機関と連携し、就学時の支援状況を把握するとともに情報を
共有し、適切な支援につなげます。

専門医や児童相談所、特別支援学校、福祉部局等
と連携し、教育支援委員会を５回実施しました。
５月２７日（木）・９月２日（木）
９月１６日（木）・１０月２１日（木）
１１月４日（木）

就学前の状況を関係機関と情報共有し連携すること
により、児童生徒の適切な支援につなげることがで
きました。

回数 5 5 Ａ

42 ②地域の学校での特別支援教育の充実 学校教育課

一人ひとりのニーズに対応できるよう、個別の教育支援計画に基
づき、特別支援コーディネーターが中心となって特別支援教育を
推進するとともに、必要に応じて教育支援員等の配置に努めま
す。

教育支援員を５４人配置しました。

教育支援員を配置することにより、特別な支援が必
要な児童生徒に対して、個々のニーズに応じた支援
を行うことができました。多岐にわたる個々のニーズ
に対応するために、今後も人的確保に努める必要が
あります。

人数 54 54 Ａ

42 ②地域の学校での特別支援教育の充実 学校教育課
障がいのある子どもへの教育を充実させるために、一人一台
タブレット等のＩＣＴ機器を活用し、子どものニーズに応じ
た特別支援教育に取り組みます。

一人一台タブレット等のICT機器を活用し、個々
のニーズに応じた特別支援教育に取り組みまし
た。

一人一台タブレット等のICT機器を活用すること
で、意欲を高め、一人ひとりのニーズに応じた
学習へとつなげることができました。今後もICT
機器等の活用を広げ、特別支援教育の充実につ
なげていく必要があります。

箇所数 29 29 Ａ

42
③特別支援学校や専門機関等との連携強
化

学校教育課
教育相談や事例検討会等において、一人ひとりの適切な支援へ
つなげるため、関係機関と連携し取り組みます。

こども発達支援センターや児童発達支援センター、
児童相談所、スクールカウンセラー、特別支援学校
などと連携し、教育相談や事例検討会を行いまし
た。

支援の状況について関係機関と連携することによっ
て、一人ひとりのニーズにあった、より専門的な支援
につなげることができました。

回数 29 29 Ａ

44
①放課後児童クラブにおける受入れの推
進

こども未来課
障がいのある児童について、ニーズに応じた受け入れができ
るように、放課後児童クラブに加配の支援員をおきます。

支援が必要な児童について、ニーズに応じた受
け入れができるよう、支援員の加配を行いまし
た。
（20箇所中2箇所については対象児童の利用がな
いため支援員の加配を行っていません）

支援が必要な児童が安全に過ごすための配慮が
できるよう支援員の加配を行い、ニーズに応じ
た受け入れを行いました。
対象児童は依然として高水準で推移しておりま
すので、今後も引き続き受入体制を整えていき
ます。

箇所数 19 18 Ｂ

44
②放課後等デイサービス等障害福祉サー
ビスの充実

障がい福祉課
障がいのある児童の放課後等デイサービスを実施し、放課後
や長期休業中の活動の場を確保します。

学校の長期休業中における障がいのある児童の
日中活動の場の確保や、その家族の就労支援及
び日常介護している人の一時的な休息による負
担軽減を図ることを目的として、放課後等デイ
サービスの給付を行いました。

コロナ禍による学校の臨時休業や短縮授業の影
響もあり、放課後等デイサービス事業の利用者
数は年々増加しています。今後も、利用希望に
対して迅速に対応できるよう、体制を整えてい
きます。

利用者数
／月

150
162

（見込）
ＡＡ

45 ①就労支援ネットワークの強化
障がい福祉課
商工労働課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開催し、各関係機
関によるネットワークを強化するための協議を行い、障がい
のある人の一般就労を支援します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開催
し、障がいのある人を一般就労へとつなぐため
の協議・支援を行いました。
伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　6回
雇用啓発WG　5回

既存の事業所間ＭＬ（メーリングリスト）を更
新し、関係機関の連絡体制・情報共有を密に行
う仕組みをより充実させることができました。
企業訪問による雇用啓発や、公共職業安定所の
障がい者雇用に関する事業への協力を、関係支
援機関とともに継続していきます。

回数 15
13

（見込）
Ｂ

45
②包括的な相談支援とコーディネートの
充実

障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開催し、障がいの
ある人の就労に関する相談支援とコーディネートの充実を図
るため、各関係機関との連携を強化します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開催
し、障がいのある人の就労に関する協議・支援
を行いました。
伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　6回
雇用啓発WG　5回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）で就労部会を行う
ことにより、広域でより多くの関係機関と情報
共有ができ、障がいのある人の相談支援、就労
支援につなぐことができるため、今後も継続す
る必要があります。

回数 15
13

（見込）
Ｂ
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況
基本計画 施　策 事業実施課 Ｒ３年度事業予定

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

新型コロナウイルスの影響等による変更点および
その結果から得られた成果・見えてきた課題

基本
方針

計画
ページ

46 ①企業等への啓発 障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会において、企業に対
し障がい者雇用に関する研修会を開催し、障がい者雇用のた
めの啓発を行います。

本年度は、商工労働課が所管する伊賀市人権学
習企業等連絡会に対し、研修会を実施する計画
で同連絡会理事会の同意も得ていましたが、新
型コロナ感染拡大のため実施できませんでし
た。

来年度のアンケート実施に向け、障がい者雇用
に関し、企業が知りたいこと、欲しい情報など
を把握するための素案を作成します。
来年度はリモート型研修を行う予定です。

参加事業所
数

35 未実施 Ｅ

46 ①企業等への啓発 商工労働課
人権啓発企業・事業所訪問の際や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者雇用の促進のための啓発を行い
ます。

人権啓発企業・事業所や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、企業人権アンケートで
実施し、障がい者雇用の促進のための啓発を行
いました。

啓発企業数：90社（見込）

障がい者雇用に関する助成制度や障害者差別解
消法に関する情報提供ができました。今後も継
続して啓発を行います。

件数 211
90

（見込）
Ｄ

46
②障がい者雇用を行う企業等に対する支
援

商工労働課
人権啓発企業・事業所訪問の際や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者雇用について説明するとともに
助成制度等の案内チラシを配布し、情報提供を行います。

人権啓発企業・事業所や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障がい者雇用について
助成制度等の案内チラシを配布しました。

啓発企業数：90社（見込）

障がい者雇用に関する助成制度等の情報提供が
できました。今後も継続して啓発を行います。

件数 211
90

（見込）
Ｄ

46 ③行政機関での障がい者雇用の推進 人事課

6月1日時点における法定雇用率を達成するため計画的な採用
に努めるとともに、不本意な離職者を極力生じさせないよ
う、人事記録を基に前年度採用者の定着状況の把握・進捗管
理を行います。

法定雇用率を達成するため退職の可能性を把握
し、計画的な採用に努めている。また、不本意
な離職者を極力生じさせないよう、採用時にヒ
アリングを実施し、必要な配慮事項を把握する
ように努めている。

現在、市の障がい者雇用の状況は法定雇用率を
満たしていますが、市職員として継続して働く
ことができるような職場環境の整備等、より一
層の定着支援を図ることが必要です。

雇用率 2.6 2.6 Ａ

46 ④就労に向けた訓練等の充実 障がい福祉課
一般就労を希望する人のために、就労に必要な訓練を行う就
労移行支援を行います。

就労を希望する障がいのある人に、自立訓練事
業や就労移行支援サービスの給付を行いまし
た。
自立訓練　　　17人
就労移行支援　３人

近年の就労移行支援事業所の閉鎖により利用者
数に影響が出ています。また、就労移行支援を
利用しなくても、支援機関の利用や、就労後に
就労継続支援事業所が就労定着支援へ切り替え
て支援を行うケースなど、切れ目のない支援体
制が整ってきています。

利用者数
／月

35
20

（見込）
Ｃ

46 ④就労に向けた訓練等の充実 商工労働課
広報、ホームページにおいて、県施策など就労に向けた職業
訓練などの情報を提供します。

ホームページにおいて、職業訓練などの情報提
供を行いました。

今後も継続して情報提供を行います。 回数 1 1 Ａ

46 ⑤職場定着のための支援 障がい福祉課
一般就労につながった人に対し、就労定着支援を行い就労の
継続につなげます。

就労移行支援等を利用して、通常の事業所に新
たに雇用された障害者の就労継続を図るため、
就労定着支援サービスの給付を行いました。
就労定着支援　７人

就労継続支援事業所で施設外就労により、ある
程度能力が高まり、一般就労へ送り出せる利用
者には、支援機関につながることが多くなり、
就労定着支援と合わせ、就労に向けた切れ目の
ない支援体制が整ってきています。

利用者数
／月

10
7

（見込）
Ｂ

46 ⑤職場定着のための支援 商工労働課
人権啓発企業・事業所訪問の際や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者の職場定着のための啓発を行い
ます。

人権啓発企業・事業所や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障がい者の職場定着の
ための啓発を行いました。

啓発企業数：90社（見込）

障がい者雇用に関する助成制度や障害者差別解
消法に関する情報提供ができました。今後も継
続して啓発を行います。

件数 211
90

（見込）
Ｄ

48 ①就労系サービス等の充実 障がい福祉課
一般企業での就労が困難な人に働く場を提供する就労継続支
援を行います。

就労継続支援サービスの給付を行いました。
就労継続支援Ａ型　 59人
就労継続支援Ｂ型　243人

就労継続支援Ｂ型事業所では、地域内の企業と
連携強化を図っているところが増えており、施
設外就労が充実したことで、平均以上の工賃を
得ることができ、また慣れた事業所職員のフォ
ローを受けることができるため、施設外就労に
移行することを目指して取り組む利用者も増え
ています。

利用者数
　／月

299
302

（見込）
ＡＡ

48 ②就労事業への支援 障がい福祉課
伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会において、就労継続
支援事業所の作業確保や工賃向上について検討します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開催
することにより、障がいのある人の一般就労を
支援するための協議を行いました。
事業所連絡WGにおいて、就労系福祉サービス事
業所訪問を実施し、コロナ禍の影響や事業所と
しての課題などの聴き取り等を行いました。事
業所：７事業所
伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　6回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単位で就労部会を
行うことにより、より多くの関係機関と障がい
のある人の就労支援のためのネッワークの充
実、就労継続支援事業所の課題抽出まで行うこ
とができました。今後、課題に対する検討が必
要です。

回数 6 8 ＡＡ

48 ③優先調達の推進 障がい福祉課
市政運営会議等を活用し、障がい者就労施設等の提供する物
品・サービスの優先購入の調達目標達成に向けて取り組みま
す。

優先調達目標を定め、自課においても積極的に
優先調達事業所を活用するとともに、全庁に周
知・啓発を行って目標達成に向けて取り組みま
した。また、公開キャビネットに掲載の優先調
達事業所リストを最新の情報に更新し、さらに
多くの部署に利用してもらえるよう情報提供し
ました。

優先調達事業所リストを更新し啓発を行いまし
たが、昨年度に比べて利用実績のある部署が少
なく、現時点で優先調達目標に到達しない見込
みとなっています。制度のさらなる周知・啓発
が必要です。

実績額
（千円）

1900
1758

（見込）
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績 2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況
基本計画 施　策 事業実施課 Ｒ３年度事業予定

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

新型コロナウイルスの影響等による変更点および
その結果から得られた成果・見えてきた課題

基本
方針

計画
ページ

49 ①参加しやすい生涯学習等の推進 生涯学習課

上野公民館講座として実施します悠々セミナーの開催時に、
ヒアリングループを設置して、市民が参加しやすい講座開催
に努めるとともに、設置の案内を広報や市ホームページ、チ
ラシ等に掲載し、広く周知を図ります。

６月から３月にかけて年間８回の講座を開催し
ました。概ね60歳以上の参加者が多く、車いす
での聴講と併せてヒアリングループの設置につ
いて市ホームページ等で広く周知しました。

参加希望者の中にはヒアリングループを利用し
たい旨の連絡もあり、ニーズを知ることができ
ました。引き続き、講座の募集案内等において
広く周知していきます。

回数 8 8 Ａ

49 ①参加しやすい生涯学習等の推進 スポーツ振興課
誰もが気軽にスポーツに親しんでいただけるよう、障がいの
有無に関わらず楽しめる競技の普及に努めます。

レクリエーション協会主催のボッチャ大会等に
市内の福祉施設の利用者やスポーツ推進委員が
参加。

地域のスポーツ推進委員自らが体験し気軽にス
ポーツに親しむことで、身近な人たちに競技の
普及に努めることができる。コロナ禍において
スポーツを楽しめる環境に配慮・工夫が必要で
ある。また施設のバリアフリー化も必要であ
る。

参加者数 50 50 Ａ

49
①障がいのある人自身による主体的な活
動への支援

障がい福祉課
障がいのある人が主体的に社会参加活動に取り組めるよう支
援するため、障がい者団体の活動に対する助成を行います。

障がいのある人が主体的に取り組む活動を支援
するため、障がい者団体に対して助成を行ない
ました。しかし、新型コロナウイルスの影響に
より、団体の多くの事業が実施できませんでし
た。

障がい者スポーツ大会：中止

コロナ禍における事業の在り方を見直し、障が
いのある人が主体的に社会参加活動に取り組め
る新たな方法の検討を、障がい者団体に対して
促していく必要があります。
また、団体の新たな会員の確保が引き続き課題
となっています。

延参加者数 150
100

（見込）
Ｃ

49
①障がいのある人自身による主体的な活
動への支援

文化交流課
障害者支援施設を中心に情報提供を行い、伊賀市民美術展覧
会「市展いが」、伊賀市民文化祭、本庁舎ミニギャラリーな
ど発表の場への出展を促します。

伊賀市民美術展覧会「市展いが」、伊賀市民文
化祭、本庁舎ミニギャラリーなど発表の場への
出展を促すため、障害者支援施設を中心に情報
提供を行いました。

引き続き情報提供に努めつつ、より気軽に参加
してもらえるよう既存事業だけでなく新たな活
動の場を設けることについても検討を行いま
す。

出展数 3 0 Ｄ

49 ②交流・学習の場の充実 障がい福祉課
障がいのある人が地域で役割を持って生活していくため、地
域の清掃や交流会など自治活動への関わりを促進します。

市内の４法人に対して、障がいのある人と地域
住民との交流を図る取り組み等の実施状況調査
を行いました。

障がいのある人と地域住民との交流について、
各法人における取り組みの状況を把握すること
ができました。今後、これらの情報を市民に向
けて発信し、交流の機会の拡大につなげていく
ことが必要です。

件数 24 24 Ａ
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

50
①障がいのある人の人権に関する理解と
認識の啓発・教育

障がい福祉課
障害者週間の街頭啓発やイベント開催時に、啓発チラシ等の
配布や、展示スペースを活用して、広く市民への周知・啓発
を図ります。

障害者週間に合わせ、伊賀鉄道やコミュニティ
バス内、市役所市民スペースにて啓発ポスター
等展示を行いました。また、啓発チラシを作成
し、市役所本庁１階各窓口や地区市民センター
等に設置したり、包括連携協定企業に協力を依
頼するなど、多くの場所で配布を行いました。

さまざまな場所や方法で啓発を行うことによ
り、幅広く周知することができました。今年度
は、新たに包括連携協定企業にもチラシ配布の
協力を依頼したことにより、目標を大幅に上回
る実績につながりました。今後も、市民の障が
い理解がより深まるよう、啓発方法を工夫しな
がら行っていきます。

配布数 1,500 6,700 ＡＡ

昨年度から、街頭啓発をすることが難しい状況のため、代わ
りに啓発チラシをより多くの場所やさまざまな方法で配布し
ています。今年度は包括連携協定企業にも依頼したことによ
り、目標値を大幅に上回る実績につながりました。

50
①障がいのある人の人権に関する理解と
認識の啓発・教育

人権政策課

障がいのある人の人権に関する理解と認識を深めるため、広
報いがやホームページのほか人権の集いなどさまざまな機会
を通して積極的に発信していきます。
・障がいのある人の人権に関わる発信 回数（広報いが・講
演会・パネル展示等）

障がいのある人の人権に関する理解と認識を深
めるため、人権啓発パネル「障がい者の人権
Ⅰ・Ⅱ」を市内各地や各部署へ貸し出すととも
に、庁内で展示しました。また、広報いがに掲
載している人権コラム集を作成し、障がいのあ
る人の人権に関する発信を行いました。

パネル展示や人権コラムを通して、障がい者の
人権に関する啓発を行うことができました。今
後も、さまざまな機会をとらえて障がい者の人
権について啓発していく必要があります。

回数 7 13 ＡＡ

51 ②障がいを理由とする差別の解消の推進 障がい福祉課
障がいのある人からの相談等の情報を共有する場を設け、解
決に向けた取り組みを行います。

障がい者差別解消支援専門部会において、本年
度相談を受けた内容・対応結果等について共有
し、事例に対する解決に向けた協議を行う予定
です。

障がい者差別解消法の改正により、今後は障が
い者側、事業者側から双方から合理的配慮の提
供に関する相談が増える可能性が高くなると考
えます。負担が過重か否かではなく、建設的対
話を促進するためのアイディアを提供する役割
を担う部会の開催を、継続する必要がありま
す。

回数 1
1

（見込）
Ａ

51 ②障がいを理由とする差別の解消の推進 人権政策課

障害者差別解消法の理念にのっとり、障害を理由とする差別
の解消のため、講演会や地区懇談会・研修会等で積極的に呼
びかけ啓発します。
・障がい者の人権に関わるイベント及び人権問題地区別懇談
会の開催回数
当事者が傷つく言動について市民に理解してもらうために、
当事者への聞き取りを通して策定した「障がい者差別ガイド
ライン」を、ホームページ等を通して市民に周知するととも
に、人権資料として活用します。

企業や団体を訪問し啓発を行ったり、とこわか
国体ボランティアに対し、障がい者の人権に関
して研修を行いました。人権問題地区別懇談会
では、障がい者の人権に関するＤＶＤを視聴
し、話し合いを行いました。また、人権を考え
る市民の集いでは、障がい者の人権をテーマと
した人権作品を掲載した人権作品集を作成・配
布し、障害を理由とする差別の解消を目的とし
た啓発を行いました。さらに、啓発パンフレッ
ト「子どもたちが言葉で人を傷つけないため
に」を小・中学校やスポーツ少年団に提供し、
保護者や子どもたち、子どもの指導にあたる市
民に対して無意識に使っている言葉が差別につ
ながっていないか考えてもらう機会としまし
た。

障害者差別解消法の理念にのっとり、障害を理
由とする差別の解消のため、策定した「障がい
者差別ガイドライン」を市民に周知するととも
に、人権に係わるイベントや地区別懇談会等を
とおして、引き続き啓発を行います。

回数 15 11 Ｂ

51 ③学校での交流や体験学習の推進 保育幼稚園課
学校教育課や小学校と連携し、個々の特性を理解しながら交
流会や、体験学習を行い障がいについて理解したり、共に過
ごすことの楽しさを感じられるようにします。

学校教育課や小学校等と連携し、個々の特性を
理解しながら交流や体験学習、授業参観等の取
組を計画しましたが、コロナ感染予防のため計
画通りには実施できませんでした。

例年、研修会や交流会で学んだことを所(園)内
研修で還流し、子どもの特性を理解して障がい
児保育の実践に取り組んでいますが、コロナの
感染予防の観点から、交流会や体験学習は実施
できにくい状況でした。しかし、書面や口答に
よる職員間の情報交換を実施し子ども理解をす
すめました。しかし、施設によって取り組みに
バラツキがあるのが課題です。

箇所 14 14 Ａ

51 ③学校での交流や体験学習の推進 学校教育課
障がい者支援団体や住民自治協議会等と協働しながら、障がい
者とともに活動する交流や体験学習等の取組を推進します。

コロナ対応により、障がいのある人をゲストティー
チャーとして招く交流や体験学習等は予定どおり行
えない学校もありましたが、29校において障がい理
解につながる学習に取り組みました。

障がい理解につながる学習を通して、障がいへの理
解を深めることができましたが、今後も交流や体験
学習等を含めた取組を、発達段階に応じて進めてい
く必要があります。

箇所数 29 29 Ａ

【変更点】
新型コロナウイルスの感染状況により時期を変更して行った
り、教室で教材等を使って学習したりした。
【成果・見えてきた課題】
交流の代わりに教材等を使ってわかりやすい学習を進めた
が、障がい者理解をさらに深めるためには、やはり直接交流
することや体験等がより深い学びにつながる。今後は様々な
状況に対応できるよう、ICT機器を使った交流や体験学習に
ついても検討する必要がある。

51
④地域での福祉教育や交流・体験学習等
の推進

障がい福祉課
各種イベント開催時において、障がいのある人と地域住民が
交流できる場を提供します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会におい
て、障害者週間啓発イベントの一つとして、就
労系福祉サービス事業所間の交流や、障がいの
ある人が活躍できる就労活動の場の提供を目的
とする就労マルシェを開催しました。
来場者数　約370名

初めての試みとして、体験教室や利用者が製作
した野菜、ドレッシング、菓子パン、組み紐な
どを市役所玄関前等で販売したところ、多くの
方に来場いただき、大変好評でした。１日限定
でしたが、障がいのある人と地域住民の交流の
場となったことから、今後も継続実施に向けて
調整していきます。

参加者数 150 370 ＡＡ

マルシェは初めての試みでしたが、日時を限定し、場所も屋
内と屋外で分散することにより、感染対策をとりながら障が
いのある人と地域との交流の場となるイベントを開催するこ
とができ、多くの方に参加していただくことができました。

52 ①ボランティア等の養成と活動への支援 障がい福祉課
地域においても活動できる人材育成のため、各種養成講座を
開催します。

日常会話程度の手話表現技術を習得し、聴覚障
がい者の支援者として活動していただくための
手話奉仕員養成講座（全53回）を開催しまし
た。
また、視覚障がい者の支援のため、上野点字図
書館に委託して点訳・音訳奉仕員養成事業を行
いました。

コロナの影響により講座が予定通り進まないこ
とが多くあったため、コロナ禍における講座の
実施方法などあらためて検討する必要がありま
す。

参加者数 10 28 ＡＡ

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施
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52 ②身近な地域での助け合い活動の推進 障がい福祉課
障がい者相談員や民生委員等の地域での助け合い活動を推進
するための研修等を開催します。

地域の見守りを行う民生委員・児童委員等に対
し、だれもが生活しやすい環境づくりをめざし
た内容の研修を実施しました。
（民生委員・児童委員　27名）
また、障がい者相談員に対して、日常の相談業
務に役立ててもらうための研修等を行いまし
た。
（障がい者相談員　９名）

民生委員・児童委員には伊賀市内の各ブロック
から多数研修に参加いただき、相談員には定期
的な連絡会の中でさまざまなことを学んでいた
だき、それぞれ地域での助け合い活動につなげ
ることができました。今後も研修等により情報
を発信していきます。

回数 10 4 Ｄ

民生委員・児童委員に向けた研修については、リモート形式
としたことにより参加してもらいやすくなり、コロナ禍にお
いても多くの委員に参加してもらうことができました。今
後、同様の方法で研修を行うことが増えてくると思われるた
め、よりスムーズに研修が進められるよう準備が必要です。

52 ②身近な地域での助け合い活動の推進 医療福祉政策課
地域福祉ネットワーク会議間の相互連携や情報交換を図るた
めに連絡会を定期的に開催し、情報共有を図りプラット
フォーム形成に取り組みます。

地域福祉ネットワーク会議連絡会で各地域福祉
ネットワーク会議間の情報共有及び資質向上の
ために研修会等を開催するとともに、運営委員
会に置いて推進方法を協議しました。

地域福祉ネットワーク会議間で温度差があるの
が実情ですが、相互連携及び情報共有を図り、
地域間での取り組みの差を解消する必要があり
ます。

開催状況 1 1 Ａ

54
①ユニバーサルデザインの普及・啓発の
推進

障がい福祉課
障害者週間の街頭啓発の際に、障害者差別解消法に関する啓
発チラシを配布し、障がいのあるなしにかかわらず共生でき
る社会に向け啓発を行います。

障害者週間に合わせ、障害者差別解消法に関す
る啓発チラシを作成し、地区市民センター等に
設置したり包括連携協定企業に協力を依頼する
など、多くの場所で配布を行いました。市役所
本庁１階の各窓口では、障害福祉サービス事業
所が製作したクッキーとともに配布しました。

さまざまな場所で啓発チラシを配布することに
より、障害者差別解消法で謳われている「合理
的配慮」の考え方について広く周知し、障がい
のある人も生活しやすい社会の実現に向けて取
り組むことができました。今年度は、新たに包
括連携協定企業にもチラシ配布の協力を依頼し
たことにより、目標を大幅に上回る実績につな
がりました。

配布数 1,500 6,700 ＡＡ

昨年度から、街頭啓発をすることが難しい状況のため、代わ
りに啓発チラシをより多くの場所やさまざまな方法で配布し
ています。今年度は包括連携協定企業にも依頼したことによ
り、目標値を大幅に上回る実績につながりました。

54
①ユニバーサルデザインの普及・啓発の
推進

医療福祉政策課
ユニバーサルデザイン庁内推進委員会を活用し、市職員の理
解度を上げるだけでなく、市民へユニバーサルデザインの理
念を広めていくための取り組みを検討します。

庁内推進委員会を開催し、情報共有を図ったほ
か、市民向けの啓発ボードの作成や昨年度に引
き続き市民アンケートの内容についても協議
し、市民を対象とした庁舎アンケートを実施す
ることができました。

啓発ボードの展示や市民アンケートを実施した
ことにより、ユニバーサルデザインについて市
民周知に繋げることができました。今後も継続
的に行っていきたいと考えます。

開催状況 1 1 Ａ

54 ②情報のユニバーサルデザイン化の推進 障がい福祉課

窓口で円滑なコミュニケーションが図れるよう、簡易筆談器
等を設置するとともに、公的機関や病院等で手話によるコ
ミュニケーションが取れる仕組みを作り、手話通訳者の配置
を行います。

窓口にカウンター型磁気ループや簡易筆談器の
設置を行なうとともに、手話通訳者の配置を行
い、それぞれ来庁者の必要に応じて活用しまし
た。

簡易筆談器の設置や手話通訳者の配置により、
聴覚障がい者に対して円滑なコミュニケーショ
ンの支援を行うことができました。
聴覚障がい者だけでなく、あらゆる障がいの特
性に応じた対応（情報提供）ができるよう、引
き続き検討していきます。

設置手話通
訳者数

1 1 Ａ

54 ②情報のユニバーサルデザイン化の推進 市民生活課 行政情報を翻訳し、多言語情報紙やSNSで情報発信します。

多言語情報紙IGAを毎月１日に発行した。（ポル
トガル語、スペイン語、英語、中国語、ベトナ
ム語、やさしい日本語）
多文化共生センターホームページ及びFacebook
により随時、多言語による情報を発信した。

生活や申請手続き等が必要な情報に対して、積
極的に多言語に翻訳して発信した。日本語が分
からない住民に対して情報格差を軽減し、外国
人住民が適切な住民サービスの情報を母語やや
さしい日本語で入手できるようになった。

回数 48
90

（見込）
ＡＡ

コロナ禍の中、外国人住民に対する情報発信が不足してお
り、健康・生活・教育等について相談が急増した。（R1年度
約4,500件、R２年度約8,900件）
外国人住民の情報取集ツールは、SNSが大半を占めているこ
とから、多文化共生センターホームページ、facebookで多言
語でのコロナ情報等を随時発信した。
日本人住民同様外国人住民も市民であるため本障がい者福祉
計画の各施策において、外国人住民への情報提供やコミュニ
ケーションは平等にできているのでしょうか？
R4年度当課において「多文化共生推進プラン」を策定する中
で、市の各計画との整合性、連動を図るとともに庁内関係課
や住民自治協議会、企業、関係団体等と連携を図りたいと考
えています。

55
③ユニバーサルデザインの理念に基づい
た事業の推進

障がい福祉課
障がい特性を知り理解を深めるため、職員を対象にした障が
い特性についての研修会を開催します。

市職員の障がい理解を深めるために、研修会を
回開催しました。コロナ禍においても実施でき
るよう、オンライン形式を活用するなど感染防
止対策に努めながら行いました。
第１回　1/25　　29人
第２回　2/3　　 75人

オンライン形式を活用することにより、コロナ
禍においても、市職員が障がいについて学ぶ機
会をもつことが出来ました。
今後も、職員一人ひとりが障がい特性の理解を
深め、日常生活や業務の中で、場面に応じた対
応ができるような研修内容を計画していきま
す。

延参加者数 100 104 ＡＡ

会場を分散して一部リモートで行なったことにより、コロナ
禍においても多くの職員に参加してもらうことができまし
た。今後、同様の方法で研修を行うことが増えてくると思わ
れるため、よりスムーズに研修が進められるよう準備が必要
です。

55
③ユニバーサルデザインの理念に基づい
た事業の推進

障がい福祉課
市などが主催する講演会や研修会に手話通訳者及び要約筆記
奉仕員の派遣を行います。

講演会や研修会に手話通訳者及び要約筆記奉仕
員の派遣を行いました。
手話通訳 　12件
要約筆記   ５件
行政情報番組で手話通訳付番組の放送　２件
ヒアリングループ貸出　１件
思いやり駐車場コーンカバー貸出　　１件
移動式障がい者用トイレ貸出　０件

新型コロナウイルスの影響によって講演会等の
開催が減り、回数は少なくなりましたが、聴覚
障がい者等の情報保障のための支援を行うこと
ができました。手話通訳者や要約筆記奉仕員の
人材確保・育成にも努めながら、今後もニーズ
に合った支援を行っていきます。

回数 45 21 Ｄ

55
③ユニバーサルデザインの理念に基づい
た事業の推進

医療福祉政策課
ユニバーサルデザイン庁内推進委員会を活用し、各課の実務
がユニバーサルデザインの理念に基づいた事業となるよう、
検討を行います。

市職員、定住自立圏自治来職員、社会福祉法人
職員、住民自治協議会を対象にユニバーサルデ
ザイン研修会を開催したほか、ユニバーサルデ
ザインの理念を更に深めるため、今年度も２月
から３月にかけて市の全職員を対象にチェック
シートを実施します。

研修を引き続き実施し、各課で研修内容を共有
することで、ユニバーサルデザインの理念に基
づいた事業の実施につなげていきます。

開催状況 1 1 Ａ
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55
③ユニバーサルデザインの理念に基づい
た事業の推進

広聴広報課 わかりやすい広報紙や行政情報番組を作成します。

広報紙の記事を簡潔でわかりやすい文章にする
よう努め、広報アドバイザーの提案により、
コーナーごとにより見やすいレイアウトを採用
しました。また、各記事に２次元コードを付記
しホームページに誘導しています。
行政情報番組では、すべての人にわかりやすい
番組となるよう映像・表現・テロップについて
工夫しました。また、作成した番組をYouTubeで
公開し、情報取得方法の多様化に対応しまし
た。

今後もわかりやすい広報紙や行政情報番組を作
成します。 回数

広報紙 12
行政情報番

組 53

広報紙 12
行政情報番

組 53
Ａ

56
①安定的で持続可能な交通サービスの提
供

交通政策課

2021年3月策定の「伊賀市地域公共交通計画」に基づき、各
種事業を実施します。実施主体は、伊賀市・公共交通事業
者・企業等関係団体・市民・地域です。計画期間は2021（令
和３）年度から2026（令和８）年度までの６年間です。
【令和３年度事業】
・廃止代替バス路線の見直しに係る地域の実情に応じた交通
手段の検討を開始
・乗り継ぎしやすいダイヤ設定と周知
・分かりやすい情報発信と情報活用の実施（バス情報フォー
マットデータを活用したマップの利用等）

・地域運行バスの導入を検討中の地域に対し、
相談・助言等、側面的支援を行いました。
・鉄道会社のダイヤ改正に合わせて、乗り継ぎ
をわかりやすく表示したポケット時刻表を作成
しました。
・標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）
データの整備を進め、市内のコミュニティバス
及び行政バスの経路や時刻をGoogleマップと連
動した検索ができるように調整しました。
・令和３年４月より伊賀鉄道の障がい者運賃割
引の適用対象を、障害者手帳所持者の単身利用
時に広げるとともに、精神障害者保健福祉手帳
所持者を新たに対象としました。
・令和３年１０月より、市内のすべてのバスに
おいて、スマートフォンアプリ「ミライロＩ
Ｄ」の提示による障がい者運賃割引の適用を開
始しました。

・相談、助言等の支援を行うことで、地域の実
情に則した運行方法の検討を進めていただくこ
とができました。
・鉄道会社を跨ぐ乗り継ぎ情報の提供を行い、
利用者の利便性向上を図ることができました。
・Google検索で経路や時刻の検索が可能になる
とともに地図機能と連動させることで、バス停
の場所や路線の経路についての予備知識がなく
ともバスが利用できるようになりました。
・障がい者運賃割引の適用対象を広げたり、ミ
ライロＩＤの提示による割引を実施することで
手帳所持者の利便性を図るとともに、社会参加
の一助とすることができました。

各事業の進
捗

100 100 Ａ

　廃止代替バスの見直しについては、当初、令和２～４年度
の利用状況や収支状況に改善の見込みが見られなければ、廃
線を含めた検討を行うとしてきました。
　ところが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による利
用状況や収支状況への影響が大きいため、令和４～６年度の
状況を見て検討を行うことに変更しました。
　地域運行バスの導入を検討している地域へは、継続して相
談・助言等、側面的支援を行いました。

56 ②福祉有償運送の充実 介護高齢福祉課
福祉有償運送の実施法人が運行を継続できるよう、引き続き
運営に要した経費の一部を助成することで、移動に制約のあ
る高齢者等を支援します。

福祉有償運送事業者がサービスを安定的に提供
できるよう、運営に要した経費の一部を助成し
ました。また、運転手不足解消のための対策を
検討中です。

福祉有償運送事業者への補助金額改定により、
事業者の費用負担軽減と移動制約者の支援に繋
がりました。

回数 15,000
13,400
（見込）

Ｂ

56 ③移動支援のためのサービスの充実 障がい福祉課 障がいのある人の社会参加のための移動支援を行います。

障がいのある人の社会参加のための移動を支援
するため、移動支援（ガイドヘルプ）事業を行
いました。

登録事業者数　33か所

コロナ禍での移動控えや支援の難しさがあり、
利用実績は減少傾向にあります。コロナ禍にお
ける個別支援の需要に対応するための人材確保
策など、さまざまな検討が必要です。

利用者数 154
133

（見込）
Ｂ

57 ①地域住民が主体的に取組む地域づくり 障がい福祉課
障がいのあるなしにかかわらず皆がお互いに助け合いながら
暮らすという意識を醸成するため、地域住民や学校関係との
交流など地域活動への関わりを促進します。

市内の４法人に対して、障がいのある人と地域
住民・学校関係との交流を図る取り組み等の実
施状況調査を行いました。

障がいのある人と地域住民等との交流につい
て、各法人における取り組みの状況を把握する
ことができました。今後、これらの情報を市民
に向けて発信し、交流の機会の拡大につなげて
いくことが必要です。

回数 24 24 Ａ

57 ②地域での居場所づくり 障がい福祉課
障がいのある人も含め誰もが気軽に集まり交流できる場につ
ながるよう、地域住民や学校関係との交流など地域活動への
関わりを促進します。

市内の４法人に対して、障がいのある人と地域
住民・学校関係との交流を図る取り組み等の実
施状況調査を行いました。

障がいのある人と地域住民等との交流につい
て、各法人における取り組みの状況を把握する
ことができました。今後、これらの情報を市民
に向けて発信し、交流の機会の拡大につなげて
いくことが必要です。

回数 24 24 Ａ

57 ②地域での居場所づくり 生活支援課
定期的な開催のほか、オンライン開催や出張開催など新しい
生活様式にも対応したさまざまなかたちで居場所を提供しま
す。

伊賀市社会福祉協議会に委託して実施している
ひきこもりサポート事業（nest）にて週２回の
フリースペースを開設しました。

新型コロナウイルス感染症の影響で、居場所の
開設を見合わせる期間があり、オンラインや出
張開催にはいたりませんでした。感染症の影響
をふまえて実施内容を見直していく必要があり
ます。

回数 45
34

（見込）
Ｂ

58 ①防災に関する意識づくりの推進 総合危機管理課
出前講座として、「防災講話」などに出向き、住民の防災意
識の向上に努めます。

出前講座として、「防災講話」などに出向き、
住民の防災意識の向上に努めました。

災害時にも地域で助け合いができるよう、防災
意識の向上を図る。

回数 65 34 Ｃ
新型コロナウイルス感染対策のため、開催予定の講話を中止
するケースが相次いだ。

58 ②災害時の支援体制づくりの推進 総合危機管理課
災害時に高齢者や障がいのある人などが、安心して避難でき
るような地域支援体制を目指し、出前講座を通じた地域への
防災啓発に取り組みます。

災害時に高齢者や障がいのある人などが、安心
して避難できるような地域支援体制を目指し、
出前講座を通じた地域への防災啓発に取り組み
ました。

防災意識の向上を図り、災害時に高齢者や障が
いのある人などが、安心して避難できるような
地域支援体制を構築する。

回数 65 34 Ｃ
新型コロナウイルス感染対策のため、開催予定の講話を中止
するケースが相次いだ。

58
③障がいに配慮した避難所の確保と避難
所での生活支援の推進

障がい福祉課
災害の際に避難所へ配置された職員が、障がいの特性に応じ
た支援ができるように、職員を対象にした障がいに関する研
修会を開催します。

市職員の障がい理解を深めるために、研修会を
２回開催しました。コロナ禍においても実施で
きるよう、オンライン形式を活用するなど感染
防止対策に努めながら行いました。
第１回　1/25　29人
第２回　2/3　 75人

オンライン形式を活用することにより、コロナ
禍においても、市職員が障がいについて学ぶ機
会をもつことが出来ました。しかし、災害対策
につながるような障がい特性理解のための研修
内容ではなかったため、内容について改善の余
地があります。

延参加者数 100 104 ＡＡ

会場を分散して一部リモートで行なったことにより、コロナ
禍においても多くの職員に参加してもらうことができまし
た。今後、同様の方法で研修を行うことが増えてくると思わ
れるため、よりスムーズに研修が進められるよう準備が必要
です。
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計画
新型コロナウイルスの影響等による変更点および

その結果から得られた成果・見えてきた課題
計画

ページ
事業実施課施　策 Ｒ３年度事業予定

2021（Ｒ３）実施事業の進捗状況第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ３年度）実績

58
③障がいに配慮した避難所の確保と避難
所での生活支援の推進

総合危機管理課
地域主体の避難所運営ができるように、地域において研修会
や図上訓練等防災取組を行い、障がい者への適切な配慮がで
きる避難所運営を行うための環境づくりの推進を図ります。

地域主体の避難所運営ができるように、地域に
おいて研修会や図上訓練等防災取組を行い、障
がい者への適切な配慮ができる避難所運営を行
うための環境づくりの推進を図りました。

地域取組を通じ、将来障がい者に配慮した避難
所運営を行うことができるような地域となるこ
とを目指す。

地域数 1 1 Ａ

61 ①防犯に関する意識づくりの推進 障がい福祉課
ケース会議等において、関係機関と連携し、犯罪被害の防止
と早期発見に努めます。

特に地域性の高い課題については、障がい担当
課での解決が困難な場合、ケース会議を実施し
て情報共有を行いました。

会議内において提起された問題の共有をした
り、参加者に対する注意喚起・啓発を行うこと
で、犯罪防止と早期発見に繋がることから、今
後も継続して実施していく必要があります。

回数 5 5 Ａ

61 ①防犯に関する意識づくりの推進 総合危機管理課
防犯に関する情報を加入登録していただいた住民に提供する
ために「あんしん防災ねっと」の加入促進に努めます。

防犯に関する情報を加入登録していただいた住
民に提供するために「あんしん防災ねっと」の
加入促進に努めました。

安全安心の地域を目指し、防犯意識の向上を図
る。

加入者数 4,700 4,850 ＡＡ

61 ②防犯に関する支援 障がい福祉課

警察が実施するウェブ110番、ファックス110番等の周知を図
るとともに、聴覚や発話の障がいにより音声での通報が困難
な人が、スマートフォン等を使って音声によらず通報できる
NET119緊急通報システムを周知します。

ウェブ110番、ファックス110番についてホーム
ページで周知を行いました。NET119緊急通報シ
ステムについては、今年度から障がい者福祉ガ
イドブックに掲載し、また、普段の相談業務に
役立てていただけるよう障がい者相談員に向け
ても制度の説明を行いました。

障がいのある人のための防犯に関する支援につ
いて、さまざまな方法で周知することができま
した。今後も、より多くの人が利用できるよう
引き続き周知を行っていきます。

回数 1 1 Ａ

61 ②防犯に関する支援 障がい福祉課
福祉施設等において、防犯体制の整備に向けた周知及び啓発
を行います。

障害福祉サービス事業所における防犯体制の状
況把握のため、防犯マニュアル策定状況調査を
行いました。

対象事業所　41か所

対象事業所のうち、３分の１ほどがマニュアル
未策定であるという現状がわかりました。今
後、すべての事業所に対して策定を促していく
とともに、その内容についても精査し、事業所
における防犯体制を整えていきます。

回数 1 1 Ａ
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６段階評価(達成率)

目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

合計 41 12 11 12 2 2 1 1

目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

合計 48 8 21 8 2 7 2 0

目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる　

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

合計 32 9 15 4 2 2 0 0

総数 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

121 29 47 24 6 11 3 1

事業実施課 計画
達成率

総合計

■第４次伊賀市障がい者福祉計画　令和３年度事業実績シートまとめ

 ＡＡ 計画の内容を１００％を超えて実施
 Ａ　 計画の内容を１００％実施
 Ｂ　 計画の内容を７０％以上１００％未満実施
 Ｃ　 計画の内容を50％以上70％未満実施
 Ｄ　 計画の内容を50％未満実施
 Ｅ　 計画の内容を未実施

事業実施課 計画
達成率

事業実施課 計画
達成率



【資料３】 

第４次伊賀市障がい者福祉計画 令和３年度事業実績から 

 

工夫した点 

・職員だけでなく外部参加もある研修をリモート形式として分散開催し、会場を多く設定

し、近くの会場を選んでもらうことで多数参加に繋がった 

・上記研修において少人数でも極力発言を控え、意見や質問はアンケートによる集約形式、

後日回答とした 

・障害者週間街頭啓発の代わりに、啓発用チラシの配布先・枚数を増やした。具体的には包

括連携協定企業の顧客や従業員へ配布を依頼したこと、窓口にチラシと一緒に啓発用ク

ッキー（障がい者通所施設で作成）を配置することで、手に取りやすくなり、また優先調

達実績の向上へとつなげることができた。 

・学校教育の場における、障がいのある人をゲストティーチャーとして招く交流について、

感染状況により時期を変更したり、教室で教材等を使って学習した 

・就労系福祉サービス事業所と利用者による物品販売と組み紐実演を、日時を限定し、場所

も屋内と屋外に分散することにより、感染対策をとりながら障がいのある人と地域と交

流の場となるイベントとして開催し、多くの市民に参加いただいた 

・外国人住民の情報収集ツールはSNSが大半を占めており、多文化共生センターホームペ

ージ、facebook により多言語でのコロナ関連情報などを随時発信した 

・遠隔手話サービスを開始した 

・各種乳幼児健診において感染予防を徹底し、健診等の来所時間を分散させ、安心して健診

を受けられるようにした。また、健診の流れを見直し、滞在時間を短くした。 

 

影響を受けた点 

・当初予定していた事業内容の見直しについて、コロナの影響により利用状況や収支状況へ

の影響が大きいことから、検証期間をずらして見直しを行うことになった 

・コロナの影響によりイベント、会議、研修など各事業が中止になった 

・コロナ禍で、外国人住民に対する情報発信が不足し、健康・生活・教育等について相談が

急増した 

 

課題 

・教育現場において障がい者理解をさらに深めるためには、直接交流や体験などが深い学び

に繋がる。今後は様々な状況に対応できるよう、ICT機器を使った交流、体験学習につい

て検討する必要がある 

・遠隔手話サービスの利用実績がないため、周知・啓発に努める必要がある 

・情報発信の方法の見直し、新たなツールを用いた情報提供が必要 

・感染拡大の中でも必要な支援を提供する仕組みづくり 



【資料３】 

実績シートまとめ（６段階評価） 

＜第４次伊賀市障がい者福祉計画＞ 

事業数  121（第３次：事業数104）→前年度と比較し、17事業数の増加（16％増） 

・ＡＡ評価 29事業（全体の24%） 前年度：22事業（全体の21%） 

・ Ａ評価 47事業（全体の39%） 前年度：28事業（全体の27%） 

・ Ｂ評価 24事業（全体の20%） 前年度：22事業（全体の21%） 

・ Ｃ評価  ６事業（全体の 5%） 前年度：  ８事業（全体の 8％） 

・ Ｄ評価 11事業（全体の 9％） 前年度：17事業（全体の16％） 

・ Ｅ評価  ３事業（全体の ２％） 前年度： ６事業（全体の ６％） 

・  なし  １事業（全体の １％） 前年度：  １事業（全体の 1％） 

 

第４次伊賀市障がい者福祉計画では、第３次伊賀市障がい者福祉計画における実施事業の

継承・継続、廃止、縮小、拡大、新規、指標変更など一概に比較できるものではありません。

その中において、各課で事業実施方法の見直し、工夫により取り組まれた結果、コロナ禍に

おいても全体的に達成率の向上へ繋がったと思われます。 

 

まとめ 

コロナによる影響が様々な形で現れている中、各課で工夫し、手法を変えて事業実施に取り

組んでいるものの、計画通りに進めることが難しく、事業の中止や延期、縮小となる状況が

続いています。また、他部署をまたぐ相談事例等が増え、世代や国籍にかかわらず多様な支

援を求める声が多い中、更なる情報発信や支援体制の構築が求められます。 

コロナの終息が未だ見えない中、国や県等の補助制度や支援メニューを活用して財源確保

に努めるとともに、関係部局や外部機関と連携をより密にして情報共有を行い、新たなツー

ルや手法を取り入れ、既存のやり方で有効なものは上手く活用するなど、事業や支援の停滞

を招かないよう、実施方法の検証・検討が必要です。 

 

健康福祉部 障がい福祉課 


